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1 町営住宅ストックの概要 

 (1)管理戸数の状況 

平成20年 7月 1日現在、本町の町営住宅 

管理戸数は129戸で、内訳は公営住宅（以下 

「公営」とする）の管理戸数は67戸、特定 

公共賃貸住宅（以下「特公賃」とする）26戸、 

特別住宅（以下「特別」とする）36戸となっ 

ている。 

築年代別にみると、昭和30年代以前に建 

設されたものは全体の31.0％を占め、昭和40 

年代に建設されたものを含めると、5２.7％と 

約半数を占める。 

構造別にみると、木造・簡易耐火造平屋建（ 

以下「簡平」とする）が77戸（全体の59.7 

％）、低層耐火造（以下「低耐」とする）が22 

戸（17.1％）、中層耐火造（以下「中耐」とす 

る）が 30戸（23.3％）となっている。 

 

 

 (2)入居世帯の状況 

  ①世帯主年齢別状況 

世帯主の年齢別にみると、公営では70歳代 

以上が 24.6％と最も多く、入居者の高齢化が 

進行している。 

また特公賃では、30歳代、40歳代が最も 

多く、特別では30～50歳代にかけて多くなっ 

ている。 

 
 
 
②世帯人員別世帯数 

世帯人員別にみると、公営では、2人世帯が 

40％、1人世帯が19.3％と世帯人員の少ない 

世帯が多くを占めている。 

また特公賃では3人世帯（37.5％）、４人世 

帯（29.2％）の順、特別では1人世帯（37.5 

％）、2人世帯(31.3％)の順となっている。 
 
 
 

設楽町営住宅ストック総合活用計画 概要版 

図：種別管理戸数  計 129 戸

平成２１年３月



２．町営住宅ストック活用の基本目標(計画期間：平成 21～30年度の 10年間) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．町営住宅ストック活用の基本方針  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)町営住宅の役割と課題 

 

(2)ストック活用の基本理念と基本目標 

 

 

 

 

 

(3)需要推計による供給目標戸数 

 
町営住宅需要の推計                  町営住宅 供給目標戸数 

※ 民営借家や将来の世帯増減                      ※ 町営住宅ストックの現状および 
における公営住宅等の比率                        将来の用途廃止や建設等の目標 
より算出する                              より算出する                

(4)町営住宅の目標管理戸数 

平成 30年度における町営住宅の目標管理戸数 ： １１６戸 

（現管理戸数 129戸より 13戸減少。ただし、県営住宅15戸建設） 

(1)活用手法設定の方針 

  活用方針検討の視点（①整備の必要性、②共同住宅地としての適地性、③投資効果・効率性、④事 

業の容易性・優先性等）に基づき、団地毎に「建替え」「用途廃止」「改善」「維持保全」の活用方針を

設定。 

(2)活用手法の選定フロー 

 【一次判定】      【二次判定】      【三次判定】   
  ①    
 
 
                                           
 
 

ほぼ同数の設定が適正供給

 

①築年数区分 

②需要 

③高度利用の可

能性 

④改善履歴の有

無 

 

①躯体の安全性 

②避難の安全性 

③高齢化対応等

居住 

①多様な住宅供給 

②住棟相互の連携の可能性 

③団地相互の連携の可能性 

④周辺道路整備の見通し 

⑤まちづくりの視点から見た

地域整備への貢献 

⑥他の事業主体との連携 

ス
ト
ッ
ク
活
用
手
法
の
選
定 

（基本理念）・・・社会貢献目標 
① 生活の安定と社会福祉の増進に寄与する
② 社会的・公共的な資産として良質なスト
ックを形成 

③ 社会的・時代的なニーズに応えた先進的
な住宅を供給 

④ 地域に寄与する住宅を目指す 

（ストック活用の基本目標） 

① セーフティネットとして安全な住まいの確保 
② 誰もが暮らしやすい住まいの確保 
③ 地区の活性化やコミュニティ形成への貢献 
④ 効率的・計画的な住宅整備 

（役割） 

① 住宅に困窮する世帯への対応 

② 地域への貢献 

③ 良質な住宅ストックの形成 

④ 借家居住のモデルとなる住宅の整備 

（町営住宅を取り巻く課題） 

① 町営住宅ストックの安全性の確保 
② 人口定住促進に寄与する住宅の供給 
③ 地域バランスと管理の効率性を踏まえた町
営住宅の供給 

④ 高齢化への対応 
⑤ 現在の生活水準に適用した住宅水準の確保 



▲用途廃止       1 戸 

・上古町     1 戸

４．町営住宅ストック活用計画  

 (1)活用計画の全体像 

活用手法 
活用手法別対象戸数 

（管理戸数） 
備考 

建替え 50 戸 西貝津始め５住宅 

用途廃止 1 戸 上古町 

全面的改善 0 戸 対象住宅なし 

個別改善 47 戸 杉平南始め６住宅 

維持保全 31 戸 団園畑始め４住宅 

新規建設        - 戸 大西住宅始め５住宅 

計 129 戸 政策空家は 11 戸のため、実際の入居可能戸数は 118 戸 
 
 (2)事業計画の全体像 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  上記のように全体像としては、ダム移転者の住宅を加えるために全体戸数としては 131 戸としている。 

計画後戸数

0戸 

0 戸 

0 戸 

47 戸 

31 戸 

53 戸 

131 戸 

 
 

 
 

現在の町営住宅の構図 １２９戸 

公営住宅         67 戸  

・西貝津    （S38）20 戸 
・シウキ    （S34） 8 戸 
・上原Ａ    （S32）10 戸 
・杉平南    （S47）10 戸 
・杉平南 （S61,62） 7 戸 
・アラコ   （S63）5 戸 
・中林       （H3） 5 戸 
・団園畑    （H7） 2 戸 

特定公共賃貸住宅   26 戸 

・折地     （H8） 10 戸 
・新町    （H14）  4 戸 
・谷下第２  （H15） 12 戸 

 

 
 

 
 
 

概ね 10年後の町営住宅(116 戸)+県営住宅(15 戸)＝131 戸の構図 

公営住宅   62 戸(47+15) 

・大西        10 戸 
・新規   （愛厚跡）10 戸 
・杉平南   （建替） 8 戸 
・アラコ    （S63） 5 戸 
・杉平南 （S61,62） 7 戸 
・中林      （H3） 5 戸 
・団園畑   （H7） 2 戸 

特定公共賃貸住宅   36 戸 

・新規 （愛厚跡）   10 戸 
・折地   （H8）   10 戸 
・新町  （H14）    4 戸 
・谷下第２（H15）   12 戸 

 
     
 

特別住宅       33 戸

・谷下  （S43）   18 戸
・平山   （H2）   4 戸
・コーポ林 （H8）   8 戸
・団園畑  （H7）   3 戸 
 

●建替    10 戸 

・杉平南  10 戸 

○新規 
・愛厚跡 

（新規入居対象世帯）・世帯分離

（潜在的需要層） 
・西貝津  （16 世帯） 
・シウキ  （ 5 世帯） 
・杉平南  （17 世帯） 
・上原Ａ  （ 7 世帯） 
・上原Ｂ  （ 1 世帯） 
計    （46 世帯） 

・新規－愛厚跡県営 15 戸 

特別住宅      36 戸 

・上原Ｂ  （S32）  2 戸
・上古町    (S52)   1 戸
・谷下   （S43） 18 戸
・平山    （H2） 4 戸
・コーポ林   (H8)   8 戸
・団園畑   （H7） 3 戸
 

▲建替（除却）  40 戸

・西貝津    20 戸
・シウキ     8 戸
  ・上原Ａ     10 戸
   ・上原Ｂ      2 戸



(3)計画期間における取り組み 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(4)計画実現にかかる入居者転居促進策 

 

  （非現地建替・建替住棟の移転にかかる具現化策） 

         

 

 

 
 
 
 
 
 

（非現地建替対象団地）

・ 西貝津 

・ シウキ 

・ 上原Ａ・Ｂ （移転先）

谷下団地 

転居 

転居 

（現地建替対象団地） 

・ 杉平南 転居 

転居 

（移転先） 
愛厚ホーム跡地等
新規建設住宅 

（移転先） 

杉平南建替住棟 

棟
数

管理
戸数

竣工
年度

竣工
年度
西暦

構造
階数

住戸
面積

高齢化
対応

三ヶ
所
給湯

ＥＶ
設置

年度 年度 F ㎡ 前半 後半 前半 後半

1 西貝津 10棟 20戸 S38 1963 木造１ 31.4 未整備 無 - 非現地建替

2 シウキ 4棟 8戸 S34 1959 木造１ 28.1 未整備 無 - 非現地建替

3 上原A 5棟 10戸 S32 1957 木造１ 28.1 未整備 無 - 非現地建替

4 アラコ 5棟 5戸 S63 1988 木造１ 66.3 未整備 無 - 改善

5 杉平南 3棟 10戸 S47 1972 簡平１ 35.8 未整備 無 - 現地建替 8

3棟 3戸 S61 1986 木造１ 66.3 未整備 無 - 改善

4棟 4戸 S62 1987 木造１ 66.3 未整備 無 - 改善

6 団園畑 2棟 2戸 H7 1995 木造１ 75.4
段差解消
＋手すり

有 - 維持保全

7 中林 5棟 5戸 H3 1991 木造１ 69.6
段差解消
＋手すり

無 - 改善

新 大西 10

新
愛厚ホー
ム跡地

10

8 折地 1棟 10戸 H8 1996 低耐２ 75.0
Ｈ10整備
基準

有 - 維持保全

9 谷下第2 1棟 12戸 H15 2003 中耐４ 76.0
Ｈ10整備
基準

有 有 維持保全

10 新町 1棟 4戸 H14 2004 低耐２ 85.3
Ｈ10整備
基準

有 - 維持保全

新
愛厚ホー
ム跡地

10

3 上原B 1棟 2戸 S30 1955 木造１ 28.1 未整備 無 - 非現地建替

9 谷下 1棟 18戸 S43 1968 中耐３ 47.5 未整備 無 無 改善

11 コーポ林 1棟 8戸 H8 1996 低耐２ 37.4
段差解消
＋手すり

有 - 改善

12 上古町 1棟 1戸 S52 1977 簡平１ 96.1 未整備 無 - 用途廃止

13 団園畑 3棟 3戸 H7 1995 木造１ 95.2
段差解消
＋手すり

有 - 維持保全

14 平山 4棟 4戸 H2 1990 木造１ 65.4 未整備 無 - 改善

用途廃止時期 住棟建設時期 住戸改善時期

種
別
No 団地名

現況

（有・無）

活用方針 前期 後期

公
営

特
公
賃

特
別

事業年度(H21～H30：計画期間）


